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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第113期

第２四半期連結
累計期間

第113期
第２四半期連結
会計期間

第112期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 76,882 38,952 165,650

経常利益 (百万円) 2,644 760 8,073

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,145 325 6,685

純資産額 (百万円) － 127,112 133,058

総資産額 (百万円) － 192,654 195,517

１株当たり純資産額 (円) － 621.06 631.62

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 5.56 1.59 31.62

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 5.55 1.59 31.61

自己資本比率 (％) － 65.5 67.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,161 － 21,224

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,563 － △5,539

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △392 － △14,902

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) － 5,137 5,597

従業員数 (名) － 8,880 8,470

(注)　1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 8,880

(注)　従業員数は就業人員を記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 2,323(322)

(注)　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（　）内は臨時従業員の当第２四半期会計期間における平均雇用人員を

外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

アパレル事業 14,662

機能ソリューション事業 11,667

合計 26,329

(注) １　上記金額は、製造原価ベースで表示しており、外注生産高を含んでおります。

２　上記生産実績以外に、下記の商品仕入高があります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

アパレル事業 1,419

機能ソリューション事業 235

ライフクリエイト事業 439

合計 2,094

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

当社及び連結子会社は、機能ソリューション事業に含まれる機械類を除き、原則として見込生産であり

ます。

機能ソリューション事業に含まれる機械類の受注高及び受注残高は下記のとおりであります。
　

区分 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

機能ソリューション事業に含まれ
る機械類

1,186 1,352

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

アパレル事業 21,254

機能ソリューション事業 14,798

ライフクリエイト事業 3,364

小計 39,417

内部売上消去 △465

合計 38,952

(注) １　販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10を超える販売先はありません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年9月30日まで）におけるわが国経済は、米国

のサブプライムローン問題に端を発した金融危機が世界経済に深刻な影響を及ぼす中、これまで景気を

牽引してきた輸出型企業の収益に陰りが見え始め、設備投資が伸び悩みました。また、雇用環境の悪化や

所得の伸び悩み、生活必需品の価格上昇などにより、消費マインドが一層冷え込むなど、景気の後退色が

鮮明となりました。

　このような状況の中で、当社グループは（1）新商品・新技術・新市場の開発強化（2）グローバル経営

への積極挑戦（3）コスト競争力の強化とＲＯＡ（総資産営業利益率）の向上に重点的に取り組んでま

いりました。その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は38,952百万円（前年同期比4.8%減）、営業

利益は865百万円（前年同期比22.3%減）、経常利益は760百万円（前年同期比32.9%減）、四半期純利益は

325百万円（前年同期比71.5%減）となりました。

　なお、前年同期比は参考として記載しております。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

＜アパレル事業＞　

売上高21,254百万円（前年同期比5.6％減）、営業利益197百万円（前年同期比16.5％減）

　消費者の生活防衛意識が強まる中、衣料の買い控え傾向が顕著となり、さらに局地的豪雨など天候不順

・異常気象の影響も重なり、店頭動向は低調のまま推移しました。インナーウェア部門においては、メン

ズインナーではボディワイルドのクールバランスや立体成型ボクサー及びベーシックグループのシーズ

ン商品が好調に推移したものの、全体では前年同期を下回りました。レディスインナーではＣＦＡ（シー

ファー）１００をはじめとするニューインナー・カジュアルグループが好調に推移したものの、ラン

ジェリー・ファンデーションが苦戦しました。レッグウェア部門においては、トゥシェ、スタイリッシュ

・レギンスなどのファッショントレンドアイテムが好調に推移し、今秋冬新展開のファッションタイツ

も出足が好調でしたが、プレーンタイプ及びセパレートは苦戦しました。ハウスカジュアル（パジャマ）

は、ナイトウェア中心に夏物及び初秋物が好調に推移しました。また、現在経営改革を推進中の婦人服事

業が、婦人服市況の一層の低迷・悪化により大幅減収となりました。アパレル事業全体では減収減益とな

りました。

＜機能ソリューション事業＞　

売上高14,798百万円（前年同期比4.8％減）、営業利益1,262百万円（前年同期比21.1％減）

　原油・原材料価格の高騰及び北米向けを中心とした海外輸出の減速などにより、厳しい事業環境で推移

しました。プラスチックフィルム部門では、国内は平板収縮フィルムが天候不順などの影響を受け、飲料

向け用途が若干苦戦しました。ＯＰＰフィルムは高機能（防曇）タイプが好調に推移し、複合ナイロン

フィルムも前年並みで推移しました。一方、海外事業（米国、欧州及び中国市場）が競争激化により苦戦

しました。エンジニアリングプラスチックス部門においては、ＯＡ機器関連が北米の景気減速によるセッ

トメーカーの販売不振の影響を受け低迷しました。一般産業用途においても半導体装置分野の市況低迷

が続き苦戦しました。電子部品部門ではノートＰＣ及び映像機器用途が引き続き堅調に推移しましたが、
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透過型静電容量方式の受注がずれ込み、ＦＡ機器関連や半導体製造装置などで使用されるタッチパネル

付きモニターも苦戦しました。機能ソリューション事業全体では減収減益となりました。

＜ライフクリエイト事業＞　

売上高3,364百万円（前年同期比0.8％減）、営業利益342百万円（前年同期比22.6％増）

　不動産関連事業においては、「グンゼ タウンセンターつかしん」が積極的な新規テナント導入の効果

や大型専門店の伸張などから堅調に推移しました。スポーツクラブ事業は、新店舗（「グンゼスポーツク

ラブ南草津レイクブルー」4月オープン）の効果もあり前年同期を上回りました。ライフクリエイト事業

全体では微減収増益となりました。

　

(2) 財政状態の分析

総資産は、192,654百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,863百万円減少しました。主な減少要因は、

保有株式の時価下落に伴う投資有価証券の減少2,657百万円　受取手形及び売掛金の減少2,609百万円で

あり、主な増加要因は、商品及び製品の増加924百万円　仕掛品の増加788百万円であります。

　負債は、65,541百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,082百万円増加しました。主な増加要因は、コ

マーシャルペーパーの増加4,000百万円であり、主な減少要因は、退職給付引当金の減少604百万円　未払

法人税等の減少502百万円であります。

　純資産は、127,112百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,945百万円減少しました。主な減少要因は、

株主還元による減少4,592百万円（配当2,085百万円、自己株式取得2,506百万円）及びその他有価証券評

価差額金の減少1,536百万円であり、主な増加要因は、四半期純利益（累計）1,145百万円であります。

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ460百万円減少

し、5,137百万円となりました。当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況と主な要

因は次のとおりであります。

　営業活動によって得られたキャッシュ・フローは3,161百万円となりました。主な内訳は、税金等調整前

四半期純利益2,460百万円、減価償却費3,976百万円、法人税等の支払額△1,977百万円であります。

　投資活動に使用されたキャッシュ・フローは3,563百万円となりました。機能ソリューション事業の設

備投資など有形固定資産の取得による支出3,540百万円が主なものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは392百万円の支出となりました。主な内訳は、短期借入金及びコ

マーシャルペーパーの増加額4,193百万円、配当金の支払額2,081百万円、自己株式の取得による支出

2,506百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間（３ヶ月）におけるキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであ

ります。

　営業活動によって得られたキャッシュ・フローは3,124百万円となりました。主な内訳は、税金等調整前

四半期純利益509百万円、減価償却費2,054百万円であります。

　投資活動に使用されたキャッシュ・フローは1,321百万円となりました。主な内訳は、機能ソリューショ

ン事業の設備投資など有形固定資産の取得による支出1,416百万円、貸付金の減少による収入90百万円で

あります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは2,805百万円の支出となりました。主な内訳は、短期借入金及びコ

マーシャルペーパーの返済897百万円、配当金の支払額409百万円、自己株式の取得による支出1,498百万

円であります。　
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は「会社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりであります。

会社の支配に関する基本方針

①基本方針の内容

当社グループは、「品質第一」と「技術立社」を基盤に、創業の精神である「人間尊重」、「優良品

の提供」、「共存共栄」を企業理念として顧客起点の事業運営を行っております。この理念の下、企業

の社会的責任（ＣＳＲ）に積極的に取り組むとともに、各事業分野で「より安心」、「より快適」な魅

力ある商品とサービスの提供を通じて豊かで創造的なヒューマンライフに貢献するグローバル企業を

目指しております。

また、当社グループは、企業価値向上を目指し、株主重視の経営姿勢を堅持していくことを基本に、Ｒ

ＯＥをグループ重点目標指標として収益性の向上、資本の効率化に取り組むとともに、株主の皆様に対

する利益還元を経営の重要政策と位置づけ、配当金支払い・自己株式取得等を通じて、中長期的な業績

見通しに基づいた、安定的・継続的な利益還元を図っております。

一方、当社の株主のあり方については、当社株式の自由な取引を通じて決定されるものであると考え

ており、会社の支配権の移転をともなう買収提案がなされた場合に、これに応じるか否かの判断も、最

終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきものと考えております。

しかしながら、上記のような取り組みを通して、企業価値・株主共同の利益の持続的な向上を図るた

めには、株主の皆様はもとより、お客様・取引先・従業員・地域社会等のステークホルダーとの適切な

関係を維持し、発展させていくことが重要であり、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、

当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、ステークホルダーの利益にも十

分配慮した経営を行うことが可能な者である必要があると考えております。

従って、当社グループの企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大

量買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし

て不適切であり、このような買付行為を抑止するための枠組みが必要であると考えております。

②基本方針の実現に資する取り組み

当社は、基本方針の実現に資する取り組みとして以下の施策を実施し、当社グループの企業価値及び

株主共同の利益の向上に努めております。

a.中期経営計画の推進

　当社グループは、中期経営計画（ＳＨＩＮＫＡ　３Ｓ計画：第113期～第115期）を展開しており、

『変化をチャンスに！』をキャッチフレーズに、「ポートフォリオ戦略の推進」、「新商品・新市場

・新事業の開発」、「グローバル経営の推進」、「コスト競争力の強化」、「資産・資本の効率化」

を、５つの基本戦略として、全社・各事業において「新化、深化、進化」の3つの視点で取り組み、継続

的な事業構造改革により企業価値の向上を図っていくこととしております。

b.コーポレートガバナンスの強化

当社は、意思決定の迅速化、経営監督機能の強化を図るため、第110期（平成17年度）に執行役員制

度の導入、取締役員数の削減を行うとともに、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速

に対応できる経営体制とするため、第111期（平成18年度）に取締役任期を２年から１年に変更し、

併せて経営の透明性の確保を図るため社外取締役の選任を行うなど、コーポレートガバナンスの強

化に努めております。
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③不適切な支配の防止のための取り組み

当社は、当社グループの企業価値・株主共同の利益を毀損する恐れのある大量買付行為を未然に抑

止するため、平成18年5月12日開催の取締役会において、「当社株式の大量買付行為に対する対処方針

（買収防衛策）」を決議し、そのうえで平成18年6月29日開催の第110期定時株主総会において議案と

してお諮りし、株主の皆様のご承認をいただきました。

この対処方針は、有効期間を平成20年3月期の事業年度に係る定時株主総会の終結の時までとしてい

ることから、その後の買収防衛策をめぐる諸々の動向を踏まえ、平成20年5月12日開催の取締役会にお

いて、これを一部改定し、「当社株式の大量買付行為に対する対処方針（買収防衛策）の更新につい

て」（以下、「本対処方針」といいます。）として継続することを決議し、そのうえで平成20年6月26日

開催の第112期定時株主総会において株主の皆様からご承認いただきました。その詳細については公表

しており、インターネット上の当社ウェブサイト（ホームページアドレスhttp://www.gunze.co.jp/）

に掲載しております。

④上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社取締役会は、これらの取り組みが、当社の支配の基本方針に沿うものであり、企業価値・株主共

同の利益を損なうものではないと考えております。

　また、本対処方針においては、大量買付行為があった際には、当社取締役会は特別委員会の開催を要請

し、買収提案内容及び対抗措置について、同委員会による評価・勧告に原則として従うものとしている

こと、また対抗措置は、あらかじめ定められた合理的な客観的要件に該当する場合にのみ発動されるも

のであることから、本対処方針は当社取締役会の恣意的判断を排除し、大量買付ルールの遵守や対抗措

置発動の是非に関する判断の公正性・透明性の確保を図っており、取締役の地位の維持を目的とする

ものではありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は454百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下の通りで　　す。

[提出会社]

 投資予定額
  (百万円)事業所名　　　　　　（所在

地）

事業の種類別　
　　セグメント
の　　名称

設備の内容
資金調達　　
方法

着手　　　
年月

完了予定
　　　年月

 完成後の
　  増加能
力

総額 既支払額

亀岡工場　　　　　　　　　（京
都府亀岡市）

機能ソリュー
ション

電子機能材料生産　　　設

備更新、合理化
427 16自己資金等平成20.7平成21.2

74千㎡/　
 年間

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

[連結子会社]

 投資予定額
  (百万円)    会社名    　 　（所

在地）

事業の種類別　
　　セグメント
の　　名称

設備の内容
資金調達　　
方法

着手　　　
年月

完了予定
　　　年月

 完成後の
　  増加能
力

総額 既支払額

福島プラスチックス㈱　
　　　　　 (福島県本宮市)

機能ソリュー
ション

プラスチックフィルム　

生産設備増設
4,055　　－ 自己資金等平成21.2平成22.7

4,000ｔ/　
　  年間

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 227,935,165227,935,165

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 227,935,165227,935,165― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

　①平成19年８月３日開催の当社取締役会決議

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 108個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 108,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間
平成19年８月21日から
平成49年８月20日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　１円
資本組入額　１円

新株予約権の行使の条件 (注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注）３

(注) １　新株予約権の数

新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株とします。ただし、割当日後、当社が当社普通株式につ

き、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行

う場合には、付与株式数を次の算式により調整するものとします。
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調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発

生日以降、これを適用します。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総

会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株

式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日

の翌日に遡及してこれを適用します。

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲で付与株式数を調整します。

なお、上記の調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。

また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知します。

ただし、当該適用の日の前日までに通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとしま

す。

　
２　新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとします。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失し

た日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使

できるものとします。

（２）上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、下記３に従って

新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できるものとします。

①新株予約権者が平成48年8月20日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成48年8月21日から平成49年8月20日まで

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から30日間

（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとしま

す。

　
３　組織再編成行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発

生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式移転に

つき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予

約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交

付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発

行するものとします。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るもの

とします。

(１) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(２) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(３) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定します。

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

（３）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額

とします。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式1株当たり1円とします。

(５) 新株予約権を行使することができる期間

上記の新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記の新

株予約権の行使期間の満了日までとします。

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

四半期報告書

11/35



(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

次に準じて決定します。

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げるものとします。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとしま

す。

(８) 新株予約権の取得条項

以下の①、②、③の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締

役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができ

ます。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(９) その他の新株予約権の行使の条件

上記２に準じて決定します。

　

　②平成20年７月30日開催の当社取締役会決議

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 153個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 153,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間
平成20年８月19日から
平成50年８月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　１円
資本組入額　１円

新株予約権の行使の条件 (注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要
するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注）３

(注) １　新株予約権の数

　　　前記①の(注)１に同じ。　

２　新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとします。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失し

た日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使

できるものとします。

（２）上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、下記３に従って

新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できるものとします。

①新株予約権者が平成49年8月18日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成49年8月19日から平成50年8月18日まで

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から30日間
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（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとしま

す。

３　組織再編成行為時の取扱い

　　　前記①の(注)３に同じ。　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 － 227,935,165 － 26,071 － 6,566
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有
株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱

東京都中央区晴海一丁目８番11号 30,086 13.19

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 11,158 4.89

バンクオブニューヨークジーシー
エムクライアントケービーエイチ
[常任代理人]
㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

UGLAND HOUSE, SOUTH CHURCH STREET,
GEORGETOWN, GRAND CAYMAN, CAYMAN ISLANDS
 (東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

11,089 4.86

クレディスイスセキュリティズ
ユーエスエーエルエルシースペ
シャルフォーエクセルベネ
[常任代理人]
シティバンク銀行㈱

ELEVEN MADISON AVE NEW YORK NY 10010 USA
 (東京都品川区東品川二丁目３番14号)

8,868 3.89

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,131 2.69

㈱京都銀行
京都府京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町
700番地

5,875 2.57

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 5,527 2.42

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,268 2.31

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関三丁目7番3号 4,380 1.92

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 4,205 1.84

計 ― 92,590 40.62

(注)  １　上記のほか当社所有の自己株式24,683千株(10.82％)があります。

２　所有株式数には、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 30,086千株、 

    第一生命保険相互会社　13千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱ 5,268千株の信託業務に係る株式を

  　含んでおります。

３　次の法人から、大量保有報告書及び変更報告書の提出があり、以下の通り株式を保有している旨の報告

　　を受けておりますが、当第２四半期会計期間末における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができま

　　せんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

エイチビーケー・インベス
トメンツ・エル　ピー

300 CRESCENT COURT,
SUITE 700,DALLAS,
TEXAS 75201,U.S.A

19,957 8.76
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

24,683,000
― ―

(相互保有株式)
普通株式

83,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

200,828,000
 

200,828(注)１

単元未満株式
普通株式

2,341,165
―

１単元(1,000株)未満の株式
(注)２

発行済株式総数 227,935,165― ―

総株主の議決権 ― 200,828 ―

(注) １　完全議決権株式(その他)の中には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権の個数1個)が含まれておりま

す。

２　単元未満株式には、当社所有の自己株式291株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
グンゼ株式会社

大阪市北区梅田一丁目
８番17号

24,683,000― 24,683,000 10.82

(相互保有株式)
タマヤ株式会社

綾部市青野町下入ケ口
12番地

83,000 ― 83,000 0.03

計 ― 24,766,000― 24,766,000 10.86

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 508 542 550 494 475 459

最低(円) 417 472 468 406 430 398

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

　役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役
社長

社長執行役員
兼アパレルカンパニー長
兼ＣＥＯ(最高経営責任者)
兼ＣＯＯ（最高執行責任者）

社長執行役員
ＣＥＯ(最高経営責任者)
兼ＣＯＯ（最高執行責任者） 平田　　弘 平成20年８月21日

代表取締役
常務取締役

常務執行役員
経営戦略部長
兼ＣＦＯ（財務担当）
兼ＣＭＡＯ（経営・管理担当）
兼ＣＨＯ（人事担当）

常務執行役員
経営戦略部長
兼東京支社長
兼ＣＦＯ（財務担当）
兼ＣＭＡＯ（経営・管理担当）
兼ＣＨＯ（人事担当）

児玉　　和 平成20年８月21日

取締役

執行役員
アパレルカンパニー
レッグウエア事業本部長
兼ＣＣＯ（コンプライアンス担当）

執行役員
レディス＆レッグカンパニー長
兼ＣＣＯ（コンプライアンス担当） 金井　博芳 平成20年８月21日

取締役

執行役員
アパレルカンパニー
インナーウエア事業本部長
兼ＣＬＯ(物流担当)

執行役員
メンズ＆キッズカンパニー長
兼ＣＬＯ(物流担当) 藤田　　博 平成20年８月21日

(注)　当社は、取締役会の活性化と意思決定の迅速化及び業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入しており

ます。前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの取締役を兼務していない執行役

員の異動は、次のとおりであります。

新職名 旧職名 氏名 異動年月日
執行役員
コーポレートコミュニケーション部長
兼ＣＭＯ（マーケティング担当）

執行役員
マーケティング部長
兼ＣＭＯ(マーケティング担当)

福田　義昭 平成20年８月21日

執行役員
人事・総務部長

執行役員
グンゼ開発㈱社長

浜村　　眞

平成20年８月21日

執行役員
人事・総務部長
兼ＣＨＯ（人事担当）代理

執行役員
人事・総務部長 平成20年10月１日

執行役員
アパレルカンパニー
インナーウエア事業本部本部長付

執行役員
東日本支社長 四方　仁史 平成20年８月21日

執行役員
研究開発センター
メディカル材料センター所長

執行役員
エンプラ事業部次長
兼江南工場長

鵜家　邦良 平成20年10月１日

執行役員
アパレルカンパニー
インナーウエア事業本部次長

執行役員
メンズ＆キッズカンパニー次長 小澤　七洋 平成20年８月21日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号

のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、協立監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,137 5,597

受取手形及び売掛金 34,071 36,680

商品及び製品 23,637 22,712

仕掛品 7,428 6,639

原材料及び貯蔵品 5,526 5,292

その他 4,853 4,112

貸倒引当金 △47 △51

流動資産合計 80,606 80,984

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 41,367

※１
 41,140

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 16,523

※１
 16,828

土地 12,146 12,181

その他（純額） ※１
 3,413

※１
 2,920

有形固定資産合計 73,451 73,071

無形固定資産 1,124 1,206

投資その他の資産

投資有価証券 30,328 32,986

その他 7,347 7,474

貸倒引当金 △204 △206

投資その他の資産合計 37,471 40,254

固定資産合計 112,047 114,532

資産合計 192,654 195,517

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,253 12,351

短期借入金 3,943 3,197

コマーシャル・ペーパー 21,000 17,000

未払法人税等 1,676 2,179

賞与引当金 1,744 1,785

その他 7,117 7,921

流動負債合計 48,736 44,436

固定負債

長期借入金 800 800

退職給付引当金 5,411 6,016

長期預り敷金保証金 10,215 10,262

その他 378 945

固定負債合計 16,805 18,023

負債合計 65,541 62,459

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

四半期報告書

18/35



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 26,071 26,071

資本剰余金 22,712 22,717

利益剰余金 80,485 81,700

自己株式 △12,640 △10,162

株主資本合計 116,628 120,327

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,865 11,402

繰延ヘッジ損益 △125 △282

土地再評価差額金 △400 △400

為替換算調整勘定 263 683

評価・換算差額等合計 9,603 11,403

新株予約権 61 35

少数株主持分 818 1,292

純資産合計 127,112 133,058

負債純資産合計 192,654 195,517
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 76,882

売上原価 56,757

売上総利益 20,124

販売費及び一般管理費 ※
 17,621

営業利益 2,502

営業外収益

受取利息 30

受取配当金 302

固定資産賃貸料 223

為替差益 10

その他 111

営業外収益合計 677

営業外費用

支払利息 135

固定資産賃貸費用 191

その他 208

営業外費用合計 535

経常利益 2,644

特別利益

固定資産売却益 5

退職給付費用過去勤務債務償却額 781

特別利益合計 787

特別損失

固定資産除売却損 132

投資有価証券評価損 126

退職給付費用数理差異償却額 579

事業構造改善費用 132

特別損失合計 970

税金等調整前四半期純利益 2,460

法人税等 1,320

少数株主損失（△） △5

四半期純利益 1,145

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

四半期報告書

20/35



【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 38,952

売上原価 29,132

売上総利益 9,819

販売費及び一般管理費 ※
 8,954

営業利益 865

営業外収益

受取利息 15

受取配当金 12

固定資産賃貸料 115

為替差益 △8

その他 55

営業外収益合計 189

営業外費用

支払利息 69

固定資産賃貸費用 97

その他 127

営業外費用合計 294

経常利益 760

特別利益

固定資産売却益 0

退職給付費用過去勤務債務償却額 380

特別利益合計 381

特別損失

固定資産除売却損 84

投資有価証券評価損 126

退職給付費用数理差異償却額 289

事業構造改善費用 132

特別損失合計 632

税金等調整前四半期純利益 509

法人税等 181

少数株主利益 3

四半期純利益 325
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,460

減価償却費 3,976

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） 106

賞与引当金の増減額（△は減少） △39

受取利息及び受取配当金 △332

支払利息 135

固定資産除売却損益（△は益） 126

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 126

退職給付費用過去勤務債務償却額（△は益） △781

退職給付費用数理差異償却額（△は益） 579

その他の損益（△は益） 54

売上債権の増減額（△は増加） 2,323

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,556

その他の流動資産の増減額（△は増加） △91

仕入債務の増減額（△は減少） △866

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 45

その他の流動負債の増減額（△は減少） △882

その他の固定負債の増減額（△は減少） △397

小計 4,984

利息及び配当金の受取額 332

利息の支払額 △177

法人税等の支払額 △1,977

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,161

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △3,540

固定資産の売却による収入 31

固定資産の除却による支出 △61

投資有価証券の取得による支出 △15

貸付金の増減額（△は増加） 34

その他 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,563

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

4,193

配当金の支払額 △2,081

自己株式の取得による支出 △2,506

その他 2

財務活動によるキャッシュ・フロー △392

現金及び現金同等物に係る換算差額 △98

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △893

現金及び現金同等物の期首残高 5,597

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

432

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,137
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間から、重要性が増した山東冠

世針織有限公司、郡是（上海）国際貿易有限公司、Guan

　Zhi　Holdings　Ltd.、Dongguan　Guan　Zhi　Electronics

　Ltd.の４社を連結の範囲に含め、重要性が乏しくなっ

た済南冠世時装有限公司を連結の範囲から除外してお

ります。

２　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を

第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準を原価

法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更し

ております。この変更による当第２四半期連結累計期

間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響はありません。

（2）リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本

公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年

度に係る四半期連結財務諸表から適用することができ

ることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間

からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償

却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

なお、平成20年３月31日以前に取引を開始した所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き

適用しております。

この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響はありません。
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当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

（3）数理計算上の差異の処理方法の変更

退職給付会計に係る数理計算上の差異については、

従来、発生の翌連結会計年度に１年間で処理を行って

きました。しかしながら、国内外の株式市況の大幅な変

動などを背景に、毎期多額の年金資産運用損益（数理

計算上の差異）が発生し、当該数理計算上の差異を翌

連結会計年度に１年間で処理することにより、当期純

利益の変動要因の相当部分を数理計算上の差異に係る

処理額が占める状態となり、当期純利益の変化が企業

業績の動向・評価を適切に表さない状況を招いており

ます。

また、年金資産の運用は中長期的な視点の収益を求

めて行われるという性質から見ても、単年度の年金資

産の運用損益が翌連結会計年度の企業業績を直接変動

させる従来の会計処理は、昨今の経済環境に適合しな

くなってきております。

以上のような状況から、第１四半期連結会計期間か

ら数理計算上の差異については、その発生の翌連結会

計年度から、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年間）による定額法により処理する方法に変

更しております。

この変更により、従来の方法に比べ、当第２四半期連

結累計期間の税金等調整前四半期純利益は2,317百万

円増加しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前

連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

減価償却の方法として定率法を採用している固定

資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

４　繰延税金資産の回収可能性の判断

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるため、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によってお

ります。

５　退職給付引当金の計算

期首に算定した年間の退職給付費用を期間按分し

た額を計上しております。数理計算上の差異は年間

費用処理額を期間按分した額を計上しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

　　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等

調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算する方法を採用しております。そのため、法人税等

調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

　　有形固定資産の法定耐用年数の改正

　平成20年度税制改正による法定耐用年数の見直し

に伴い、第１四半期連結会計期間から改正後の耐用

年数に基づき減価償却費を算定しております。この

結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利

益、税金等調整前四半期純利益はそれぞれ77百万円

減少しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

136,815百万円 131,699百万円

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結してお

ります。当該契約における借入コミットメントの

未実行残高は次の通りであります。

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ―　〃

差引額 10,000百万円

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行と協調融資型特定融資枠契約を締結してお

ります。当該契約における借入コミットメントの

未実行残高は次の通りであります。

借入コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 ―　〃

差引額 10,000百万円

　３　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社に対して次の保証を行ってお

ります。

　　 (住宅ローン債務に対する連帯保証)

グンゼ㈱従業員 258百万円

　　 (銀行借入金<経営指導念書等の差入れを含む>)

山東冠世時装加工有限公司 100

北京北人郡是機械有限公司 15

合　 計 373

　３　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社に対して次の保証を行ってお

ります。

　　 (住宅ローン債務に対する連帯保証)

グンゼ㈱従業員 304百万円

　　 (銀行借入金<経営指導念書等の差入れを含む>)

山東冠世時装加工有限公司 100

北京北人郡是機械有限公司 21

Guan Zhi Electronics Ltd.195

山東冠世針織有限公司 693

合　 計 1,315

　
(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

物流費 4,061百万円

広告宣伝費 1,817

給与手当 4,227

賞与引当金繰入額 640

退職給付引当金繰入額 352

減価償却費 307

研究開発費 867

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

物流費 1,998百万円

広告宣伝費 949

給与手当 1,973

賞与引当金繰入額 467

退職給付引当金繰入額 179

減価償却費 158

研究開発費 454
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,137百万円

現金及び現金同等物 5,137
 

　

EDINET提出書類

グンゼ株式会社(E00520)

四半期報告書

27/35



(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 227,935,165

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 24,683,291

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社 普通株式 261,000 61

連結子会社 ― ― ―

合計 261,000 61

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,085 10平成20年３月31日 平成20年６月27日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

外貨建輸出入取引の為替変動リスクを軽減するため、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計

(繰延ヘッジ処理及び振当処理)を適用しているため、注記の対象から除いております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

アパレル事業
(百万円)

機能ソリュー
ション事業
(百万円)

ライフクリエ
イト事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

21,220 14,748 2,983 38,952 － 38,952

(2) セグメント間の
　　内部売上高又は
　　振替高

33 50 381 465 (465) －

計 21,254 14,798 3,364 39,417 (465) 38,952

営業利益 197 1,262 342 1,801 (936) 865

(注) １　事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法・販売方法の類似性に基づき分類しております。

２　各事業区分の主な製品は下記の通りであります。

アパレル事業：インナーウェア・靴下・アウターウェア・テキスタイル・繊維資材

機能ソリューション事業：プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子部品・機械類・

医療材料等

ライフクリエイト事業：不動産の賃貸及び売買・緑化樹木・スポーツ施設の運営管理等

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

アパレル事業
(百万円)

機能ソリュー
ション事業
(百万円)

ライフクリエ
イト事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

43,046 27,616 6,219 76,882 － 76,882

(2) セグメント間の
　　内部売上高又は
　　振替高

67 78 743 889 (889) －

計 43,113 27,695 6,962 77,771 (889) 76,882

営業利益 1,083 2,524 671 4,280 (1,777) 2,502

(注) １　事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法・販売方法の類似性に基づき分類しております。

２　各事業区分の主な製品は下記の通りであります。

アパレル事業：インナーウェア・靴下・アウターウェア・テキスタイル・繊維資材

機能ソリューション事業：プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子部品・機械類・

医療材料等

ライフクリエイト事業：不動産の賃貸及び売買・緑化樹木・スポーツ施設の運営管理等

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間の本国以外の国または地域に所在するセグメ

ントの売上高は、全セグメントの売上高合計の10％未満であるため、その記載を省略しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

Ⅰ　海外売上高（百万円） 4,604

Ⅱ　連結売上高（百万円） 38,952

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.8

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高であります。

２　各国又は地域ごとの海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、一括して記載しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

Ⅰ　海外売上高（百万円） 8,474

Ⅱ　連結売上高（百万円） 76,882

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.0

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域における売上高であります。

２　各国又は地域ごとの海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、一括して記載しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

621円06銭 631円62銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 127,112百万円 133,058百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 880百万円 1,328百万円

（うち少数株主持分) 818百万円 1,292百万円

（うち新株予約権) 61百万円 35百万円

普通株式に係る期末の純資産額 126,231百万円 131,730百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式数

203,251千株 208,559千株

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 5円56銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 5円55銭

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

(1) １株当たり四半期純利益

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

損益計算書上の四半期純利益 1,145百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,145百万円

普通株式の期中平均株式数 206,188千株

　

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

四半期純利益調整額 －百万円

普通株式増加数 107千株

（うち新株予約権) 107千株

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 1円59銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1円59銭

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

(1) １株当たり四半期純利益

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

損益計算書上の四半期純利益 325百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る四半期純利益 325百万円

普通株式の期中平均株式数 204,913千株
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(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

四半期純利益調整額 －百万円

普通株式増加数 121千株

（うち新株予約権) 121千株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月11日

グンゼ株式会社

取締役会　御中

　

協立監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　大　塚　孝　雄　　　印

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　南　部　敏　幸　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグン

ゼ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、グンゼ株式会社及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更）に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間から退職給付会計に係る数理計算上の差異の処理方法を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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